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第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要領は、高根沢町が発注する建設工事に係る共同企業体（以下「共同企業体」

という。）について必要な事項を定めることにより、建設工事の適正な施工の確保を図る

ことを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 （１） 特定建設工事共同企業体 共同企業体のうち、技術力の結集等により効果的な工

事施工を確保するため、建設工事の特性に着目して、町の発注する工事ごとに結成する

共同企業体をいう。 

 （２） 経常建設共同企業体 共同企業体のうち、優良な建設業者が継続的な協業関係を

確保することにより、経営力及び施工力を強化するために結成する共同企業体をいう。 

第２章 特定建設工事共同企業体 

（特定建設工事共同企業体による工事の種類及び規模） 

第３条 特定建設工事共同企業体による工事の種類及び規模は、原則として次の各号に掲

げるとおりとする。ただし、単体企業による施工が十分確保できると認められる場合はこ

の限りでない。 

 （１） 種類 

  ア 橋梁、トンネル、堰、下水道等の大規模土木構造物、大規模建築物及び大規模設備

等の技術的難易度の高い建設工事 

  イ 特殊工法を内容とする等、地元建設業者の技術の習得の促進に寄与すると認めら

れる建設工事 

 （２） 規模 

  ア 建築一式工事 ２億円以上 

  イ 建築一式工事以外の工事 5,000 万円以上 



２ 前項の規定にかかわらず、円滑な施工を図るため特に技術力を結集し、共同企業体によ

る施工が必要であると認められる工事については、特定建設工事共同企業体により施工

することができる。 

 （構成員数） 

第４条 特定建設工事共同企業体の構成員数は、原則として２社又は３社とする。 

 （構成員の組合せ） 

第５条 格付を付す工種における特定建設工事共同企業体の構成員の組合せは、原則とし

て格付が高根沢町建設工事請負業者選定要綱（令和２年高根沢町告示第 130 号。以下「選

定要綱」という。）第４条第３項に規定するＳＡ級又はＡ級の等級に属する者の組合せと

する。ただし、発注者が、十分な施工能力を有し、施工技術上特段の必要があり、適正な

共同施工が確保できると認めるときは、Ｂ級の等級に属する者を含めた組合せとするこ

とができる。 

２ 格付を付さない工種における特定建設工事共同企業体の構成員の組合せは、構成員間

の施工能力、経営力及び施工実績の均衡に留意した組合せとする。 

 （構成員の要件） 

第６条 特定建設工事共同企業体の構成員は、次の各号に掲げる要件を満たす者とする。 

 （１） その年度の建設工事入札参加資格者名簿に登載されていること。 

 （２） 当該建設工事に対応する許可業種につき許可後５年以上営業年数を有すること。

ただし、相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場

合においては、許可を有しての営業年数が５年未満であってもこれを同等として取り

扱うことができるものとする。 

 （３） 原則として当該建設工事を構成する一部の工種を含む工事について元請としての

実績を有し、かつ、当該建設工事と同種の工事を施工した経験を有すること。 

 （４） 当該建設工事に対応する許可業種に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技

術者を保有していること。 

 （出資比率） 

第７条 特定建設工事共同企業体の構成員の出資比率の最小限度基準は、次の各号に定め

るところによる。 

 （１） ２社の場合 30 パーセント以上 

 （２） ３社の場合 20 パーセント以上 

２ 特定建設工事共同企業体の出資比率は、格付が異なる者の組合せにあっては、格付が最

上位の者が最大の出資比率でなければならない。 

 （代表者の選定方法） 

第８条 特定建設工事共同企業体の代表者は、出資比率が構成員中最大の者とする。 

２ 出資比率が最大である構成員が２者以上の場合は、その者の中から構成員の協議によ

り代表者を選定するものとする。 



 （結成方式） 

第９条 特定建設工事共同企業体の結成方式は、自主結成とする。 

 （特定建設工事共同企業体の結成） 

第 10条 町長は、特定建設工事共同企業体を契約の相手方としようとするときは、あらか

じめ次の各号に掲げる事項を公示し、これにより入札参加資格審査（以下「資格審査」と

いう。）の申請を行わせるものとする。 

 （１） 特定建設工事共同企業体を契約の相手方としようとする旨 

 （２） 特定工事の内容 

 （３） 構成員の数、組合せ及び構成員の技術的要件等 

 （４） 提出書類及び提出期限 

２ 特定建設工事共同企業体の構成員は、同一工事で２以上の特定建設工事共同企業体の

構成員となることができない。 

３ 第１項第４号に掲げる提出書類は、特定工事ごとに定めるものとする。 

４ 委任状については、その委任内容によりその都度提出するものとする。 

 （特定建設工事共同企業体の入札参加資格審査申請手続） 

第 11条 建設業者が特定建設工事共同企業体を結成したときは、指定された期間内に町長

に提出書類を提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、高根沢町事後審査型条件付一般競争入札実施要綱（平成 26

年高根沢町告示第 196 号）に基づき実施する入札（以下「事後審査型条件付一般競争入

札」という。）を行う工事においては、当該工事の落札候補者となった共同企業体のみ町

長に提出書類を提出するものとする。 

 （特定建設工事共同企業体の資格審査及び格付） 

第 12条 前条の規定により資格審査の申請をした特定建設工事共同企業体については、資

格審査を行い、適格な者に資格を認めるものとし、格付を付す工種については、当該工種

における代表構成員の格付を当該共同企業体の格付とする。なお、事後審査型条件付一般

競争入札においては、当該事後審査の結果をもって、入札時に当該入札の参加資格及び格

付を有していたものとみなす。 

 （特定建設工事共同企業体の有効期間） 

第 13条 町が契約した特定建設工事共同企業体の有効期間は、当該工事の完成後３か月を

経過した日までとする。ただし、当該有効期間満了後においても、当該工事につき契約不

適合責任がある場合には、各構成員は、連携してその責を負うものとする。 

２ 当該工事につき結成された特定建設工事共同企業体のうち契約の相手方とならなかっ

た共同企業体の有効期間は、当該工事の契約が締結されたときをもって終了するものと

する。 

第３章 経常建設共同企業体 

 （構成員の組合せ） 



第 14条 経常建設共同企業体の構成員の組合せは、格付を付す工種にあっては同一等級又

は直近等級に属する者の組合せとし、格付を付さない工種にあっては構成員間の施工能

力、経営力及び施工実績の均衡に留意した組合せとする。 

 （構成員の要件） 

第 15条 経常建設共同企業体の構成員は、次の各号に掲げる要件を満たす者とする。 

 （１） 同一の業種で２以上の経常建設共同企業体の構成員となっていないこと。 

 （２） 希望する工種に対応する許可業種につき許可後３年以上営業年数を有すること。

ただし、相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認められる場

合においては、許可を有しての営業年数が３年未満であってもこれを同等として取り

扱うことができるものとする。 

 （３） 原則として希望する工種につき元請としての実績を有すること。 

 （４） 希望する工種に対応する許可業種に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技

術者を保有していること。 

 （代表者の選定方法） 

第 16条 経常建設共同企業体の代表者は、構成員の協議により決定された者とする。 

 （経常建設共同企業体の資格審査申請手続） 

第 17条 経常建設共同企業体の資格審査の申請期間は町長が別に定める期間とし、次の各

号に定める書類を提出するものとする。 

 （１） 共同企業体入札参加資格審査申請書（建設工事）（様式第１号） 

 （２） 共同企業体協定書 

 （３） 経営規模総括表（建設工事）（様式第２号） 

 （４） 各構成員の次に掲げる書類 

  ア 申請日において有効な建設業許可通知書の写し（許可通知書に代えて「建設業許可

証明（確認）書」の写しを添付する場合は申請日から３か月以内に発行されたものと

する。） 

  イ 申請日において有効な総合評定値通知書の写し（総合評定値通知書が未着の場合

は受付日の押印のある総合評定値請求書の写し） 

 （５） その他町長が必要と認める書類 

２ 委任状については、その委任内容によりその都度提出するものとする。 

 （経常建設共同企業体の資格審査） 

第 18条 経常建設共同企業体の資格審査については、選定要綱及び高根沢町建設工事入札

参加資格審査要領（令和２年高根沢町告示第 132 号。以下「審査要領」という。）の定め

るところによるが、客観点については、工種ごとに、次の各号に掲げる方法により算出す

るものとし、主観点の算出は行わないものとする。 

 （１） 経営規模の審査は、各構成員の年間平均完成工事高、自己資本の額及び職員の数

のそれぞれの和を用いて行うものとする。 



 （２） 経営状況の評点は、各構成員について算出される経営状況の評点の平均値による

ものとする。 

 （３） 技術力の審査は、許可を受けた建設業の種類ごとに算出した、各構成員の技術職

員数値のそれぞれの和を用いて行うものとする。 

 （４） その他の審査項目の評点は、各構成員について算定されるその他の審査項目の評

点の平均値によるものとする。 

（経常建設共同企業体の入札） 

第 19条 経常建設共同企業体の入札は単体企業に準じて取り扱うものとし、経常建設共同

企業体と単体企業の混合による入札を行うことができる。ただし、経常建設共同企業体の

構成員となった者は、単体企業として同一工事の入札に参加することができない。 

 （経常建設共同企業体の有効期間） 

第 20条 経常建設共同企業体の有効期間は、単体企業の例による。ただし、有効期間満了

後においても受注した工事につき契約不適合責任がある場合には、各構成員は連帯して

その責を負うこととする。 

 （特定建設工事共同企業体に関する規定の準用） 

第 21条 第４条、第７条第１項及び第９条の規定は、経常建設共同企業体の場合について

準用する。 

第４章 雑則 

 （その他） 

第 22条 この要領に定めのない事項は、選定要綱及び審査要領の定めによるものとし、そ

の他必要な事項は、町長が別に定める。 

 （準用） 

第 23 条 測量・建設コンサルタント等業務の共同企業体については、この要領を準用する。

この場合において、第 17条第１項第１号中「共同企業体入札参加資格審査申請書（建設

工事）（様式第１号）」とあるのは、「共同企業体入札参加資格審査申請書（測量・建設コ

ンサルタント等）（様式第３号）」と、同項第２号中「経営規模総括表（建設工事）（様式

第２号）」とあるのは、「経営規模総括表（測量・建設コンサルタント等）（様式第４号）」

と読み替えるものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経常建設共同企業体の資格審査等に関する経過措置） 

２ この要領の規定により資格審査を受けようとする経常建設共同企業体は、施行日前に

おいても、第 17 条第１項の規定の例により、その申請をすることができる。 

３ 町長は、前項の申請があった場合には、施行日前においても、第 18条の規定の例によ

り、資格審査を行うことができる。 



様式第１号（第 17条関係） 

 

共同企業体入札参加資格審査申請書（建設工事） 

 

  年・ 年度において高根沢町で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を

申請します。なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約

します。 

  

  

  年  月  日 

 

   高根沢町長  様 

 

            企業体名：               共同企業体 

            （代表者）住    所： 

                 商号又は名称： 

                 代表者氏名：            印 

                  担当者氏名： 

                  電   話： 

                  Ｆ Ａ Ｘ： 

             

（構成員）住    所： 

                 商号又は名称： 

                 代表者氏名：            印 

 

（構成員）住    所： 

                 商号又は名称： 

                 代表者氏名：            印 

  



  

・共同企業体名：                   

希望する工種 
 土建大左と石屋電管タ鋼筋ほし板ガ塗防内機絶通園井具水消清解 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

 

 

 許可を受けている建設業 

・会社名：                      

許可番号 

国土交通大臣        一 般 

       許可             第         号 

    知事        特 定 

建設業の

種  類 

    土建大左と石屋電管タ鋼筋ほし板ガ塗防内機絶通園井具水消清解 
（一般）□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 
（特定）□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

 

・会社名：                      

許可番号 

国土交通大臣        一 般 

       許可             第         号 

    知事        特 定 

建設業の

種  類 

    土建大左と石屋電管タ鋼筋ほし板ガ塗防内機絶通園井具水消清解 
（一般）□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 
（特定）□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

 

・会社名：                      

許可番号 

国土交通大臣        一 般 

       許可             第         号 

    知事        特 定 

建設業の

種  類 

    土建大左と石屋電管タ鋼筋ほし板ガ塗防内機絶通園井具水消清解 
（一般）□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 
（特定）□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

 



様式第２号（第17条関係）

A B C
評点

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝ X1

a

b

X2=(a+b)/2

Ａ、Ｂ、Ｃの平均
（小数点以下四捨五入）

Y

工事種類別
一級技術者数

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝
①

-

（上記のうち講習受講） （Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝
②

-

工事種類別
基幹技能者数

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝
③

-

工事種類別
二級技術者数

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝
④

-

工事種類別
その他の技術者数

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝
⑤

-

計 d

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）＝
e

Z=d×4/5+e×1/5

Ａ、Ｂ、Ｃの平均
（小数点以下四捨五入）

W

P

技
術
職
員
数

工事種類別
年間平均元請完成工事高

工事種類別
年間平均完成工事高

自己資本額

利益額

経　営　規　模　総　括　表　（建設工事）

共同企業体 工種：

※総合評定値（客観点）＝0.25×X1(     )＋0.15×X2(     )＋0.2×Y(     )＋0.25×Z(     )＋0.15×W(     )＝

（注１）評点の欄は記入しないこと。

（注３）評価対象数値がマイナスの値となる場合は、０と記載すること。

（注２）評点の算出方法は国土交通省告示「建設業法第27条の23第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件」
        及び「経営事項審査の事務取扱について」による。

経
営
規
模

その他の審査項目（社会性等）

商号又は名称 評価対象数値

（①×５＋②×１＋③×３＋④×２＋⑤×１）＝

経
営
規
模

経営状況



様式第３号（第 23条関係） 

 

共同企業体入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等） 

 

  年・ 年度において高根沢町で行われる測量・建設コンサルタント等業務に係る競争に

参加する資格の審査を申請します。なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実

と相違ないことを誓約します。 

 

  年  月  日 

 

   高根沢町長  様 

            企業体名：               共同企業体 

             

（代表者）住    所： 

                 商号又は名称： 

                 代表者氏名：            印 

                  担当者氏名： 

                  電   話： 

                  Ｆ Ａ Ｘ： 

             

（構成員）住    所： 

                 商号又は名称： 

                 代表者氏名：            印 

 

（構成員）住    所： 

                 商号又は名称： 

                 代表者氏名：            印 

 

  



 

・共同企業体名：                 

 

希望する業種 

大 区 分 小 区 分 

□ 測量 □一般測量 □地図の調製 □航空測量 

□ 
建築関係建設 

コンサルタント 
□意匠 □構造 □電気 □機械 

□ 
土木関係建設 

コンサルタント 

□土質及び基礎 □鋼構造物及びコンクリート  

□河川砂防及び海岸 □電力土木 □道路 □トンネル 

□施工計画及び施工設備 □建設機械 

□地質 □造園 □その他（           ） 

□ 地質調査  

□ 補償関係 
□物件・権利調査 □事業関連調査 

□登記手続き等 □土地評価 

□ その他 
□草刈り業務 □側溝清掃業務 

□その他（           ） 

 

 登録等を受けている事業 

・会社名：                      

 

・会社名：                      

 

・会社名：                      

 

登録事業名 登録番号 登録年月日 

 第     号 年 月 日 

登録事業名 登録番号 登録年月日 

 第     号 年 月 日 

登録事業名 登録番号 登録年月日 

 第     号 年 月 日 

登録事業名 登録番号 登録年月日 

 第     号 年 月 日 

登録事業名 登録番号 登録年月日 

 第     号 年 月 日 

登録事業名 登録番号 登録年月日 

 第     号 年 月 日 



様式第４号（第23条関係）

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

平均

―

（税抜・千円） （税抜・千円）

計又は平均

c d

年　月～　年　月 年　月～　年　月 年　月～　年　月 年　月～　年　月

基準決算

建築関係建設コンサルタント

―

土木関係建設コンサルタント

審査基準日以前
24ヶ月間の決算

（基準決算を除く）
基準決算

審査基準日以前
24ヶ月間の決算

（基準決算を除く）

測　　量
a b e a+c+e

業務内容

審査基準日以前
24ヶ月間の決算

（基準決算を除く）

b+d+f

補　償　関　係

純　資　産（千円）

そ　の　他

（税抜・千円） （税抜・千円）

合　　計

営　業　年　数

有資格者数（延べ人数）

地　質　調　査

基準決算

f

構成員

基準決算

年　月～　年　月 年　月～　年　月

（税抜・千円） （税抜・千円）

共同企業体経営規模等総括表（測量・建設コンサルタント等）

測　量　等　実　績　高

共同企業体名

代表構成員 構成員

（税抜・千円） （税抜・千円）

審査基準日以前
24ヶ月間の決算

（基準決算を除く）

（資格の種類）


